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Ⅲ 主な事業

（単位：千円,［ ］は債務負担行為）

１ 国補正予算への対応

（１）基金造成

（拡充）・地域医療再生臨時特例基金造成費 １０,５００,０００ （既決:1,509,790）

被災地の医療復興等の医療提供体制を整備するための基金の追加積立

（拡充）・介護基盤緊急整備等臨時特例基金造成費 ４,３３０,０００ （既決:2,004,470）

介護等のサポート拠点整備の支援や被災者の健康支援を実施するための基金の追加積立

（拡充）・障害者自立支援対策臨時特例基金造成費 １,４３０,６８２ （既決:1,302）

専門家派遣による事業所の復興支援や被災者の心のケアを実施するための基金の追加積立

（拡充）・自殺対策緊急強化基金造成費 ２７７,７１２ （既決:85）

被災地の自殺対策を強化するための基金の追加積立

（拡充）・緊急雇用創出事業臨時特例基金造成費 ８０,０００,０００ （既決:14,554,253）

被災求職者の一時的雇用や被災地での安定的雇用を創出するための基金の追加積立

（拡充）・森林整備加速化・林業再生基金造成費 １,４００,０００ （既決:5,725）

間伐など森林整備の推進や林業・木材産業の再生を図るための基金の追加積立

（２）基金活用事業

（新規）・仮設住宅等入居者健康支援費（介護基盤緊急整備基金） ７０,６８４

看護師による民間賃貸住宅入居者への健康調査等

（拡充）・医療機関等機能回復支援費（地域医療再生基金） １,０００,０００ （既決:1,500,000）

民間の病院、診療所、歯科診療所、薬局の復旧への助成等

・介護基盤緊急整備特別対策費（介護基盤緊急整備基金） １５０,０００（既決:5,348,571）

在宅サービス拠点等の整備への助成により、地域包括ケア体制を再構築

・地域支え合い体制づくり事業費（介護基盤緊急整備基金） ９９３,８０４

（既決:1,486,196）

仮設住宅等への介護・福祉サービス拠点整備やその運営への助成等
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（新規）・障害福祉サービス基盤整備費（障害者自立支援基金） １７,３６６

コーディネーター配置やアドバイザー派遣により、被災した事業所の運営を支援

（新規）・被災地精神保健対策費（障害者自立支援基金・自殺対策基金） ６６,１９３

被災者への訪問相談による心のケアや精神障害者への訪問診療に対する支援等

（新規）・事業復興型雇用創出事業費（緊急雇用基金） ６３０,０００ ［４,０９５，０００］

被災地の雇用創出の中核となる事業者による被災求職者の安定的雇用への助成

（３）災害復旧等

（新規）・災害情報配信システム等構築費 １８６,０００

災害関連情報を報道機関等に自動配信するためのシステム構築

（新規）・生活バス路線復旧支援費 ３７,０００

生活バス路線におけるバス車両の復旧への助成

（拡充）・鉄道施設復旧支援費 １,３０３,２６５ （既決:3,480,250）

ＪＲ貨物に対する災害復旧助成

（新規）・地域農業経営再開復興支援費 ６６,５００

被災地域の農業復興に向けた経営再開マスタープラン作成等への助成

（拡充）・木材供給等緊急対策支援費 ４,７３２,８９６ （既決:4,800,043）

木材加工流通施設の復旧及び流通コスト等への助成

（新規）・加工原料等安定確保支援費 １６０,０００

水産加工業協同組合に対する原料調達コスト等への助成

（拡充）・漁港施設機能強化費 ５,２６８,７００ （既決:830,000）

被災した漁港区域内の漁港施設用地の嵩上げ等

（新規）・水産環境整備費 １,０３１,０００

被災したあさり増殖場の復旧に向けた浅深測量調査・環境調査等

（拡充）・漁場生産力回復支援費 ４,６４２,７６０ （既決:5,395,250）

漁業者グループが行う漂流物の回収等の取組に対する支援

・交通安全施設災害復旧費 １８１,０３２ （既決:2,807,955）

交通信号機の復旧等
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（新規）・学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援費 ７１,６４９

被災地での地域連携による放課後及び長期休業期間中の学習・活動の支援等

・指定文化財等復旧支援費 １９,２９９ （既決:23,257）

国・県指定文化財の復旧への助成

２ 県単独事業（東日本大震災復興基金事業等）

（新規）・除染対策支援費 １,２００

国の財政的・技術的支援の対象とならない市町村が行う除染対策に対する支援

（新規）・社会教育関連団体復旧支援費（震災復興基金） ７,０００

社会教育関連団体の施設等の復旧への助成


